
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

・審議会　未定
・各種調査　１０回
・ｼｽﾃﾑ運用　１式
・問合対応　１式
・基礎調査　１回

手
段 日

回
都市計画支援ｼｽﾃﾑ運用

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

都市計画に関する各種調査事務
都市計画審議会

都市計画に関する施策の調整・審議・決定

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・都市計画審議会の運営
・各種調査の実施
・都市計画支援システムの運用
・都市計画に関する問い合わせ対応
・都市計画基礎調査（概ね５年に１度）の実施

・都市計画審議会の運営
・各種調査の実施
・都市計画支援システムの運用
・都市計画図の更新
・都市計画に関する問い合わせ対応

審議会関連　　 　105,100
ｼｽﾃﾑ運用　　　　 315,000
地図関連　　　 2,205,000
負担金　　　　　 225,700

総
合
計
画

都市計画マスタープラン
都市計画法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・審議会　２回
・各種調査　１０回
・ｼｽﾃﾑ運用　１式
・ﾃﾞｰﾀ修正　１式
・地図更新　３部
・問合対応　１式

３　【年度目標】

【DO】事務事業の実施

365

28年度（目標）

10

601

26年度（目標）

全市民

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

全市民

都市計画事業の推進
都市計画に関する各種調査事務

目
的

単位

都市計画審議会議事

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

件

対
象
指
標

78,500 78,500

成
果
指
標

2

10

4 4

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率 1/2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

所属部課名

課長名

―

1

県補助 茨城県

都市建設部 都市計画課
竹川　洋一
福嶋　猛

―

１．土地利用
１．計画的な土地利用の推進

単年度繰返し 単年度繰返し

継続

款 項 目

共催者・関係団体

都市計画総務費標準的事業（計画Ｇ）

細目名 関連計画
根拠法令

・法の目的とする都市の健全な発展と
秩序ある整備を図るためには，都市
施策の立案に必要な都市計画基礎
調査をはじめとする各種調査を実施
し，常に現況を把握していく必要があ
る。また，都市施策を決定していく過
程においては市の諮問機関である都
市計画審議会に審議し決定していく
必要がある。

予
算
科
目

会計
一般
一般

土木費 都市計画費
都市計画基礎調査事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
○

負担金の有無

671

2,2500.30

回

回

回

件

118

25年度（計画）

4,600

26年度（計画） 27年度（計画）

0.30

11

千円

14,489 3,039

22年度（実績）

6,243

2,235

単位

回

回

2,293

118

千円

22年度（実績）

23年度（実績）

2

2

10

365

7,279

00

366

2,851

5,144

10

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

10 10

0 0

78,50078,500

713 601 601601616

70

4,500

168

4,670323

1,036

10

2

78,86279,409

365

2

0

70 2,275

601

0.81 6,075 0.29 2,175 0.60

9,871

2,250 0.30 2,2500.30

671 2,876

2,250

365

25年度（目標）

2 2

24年度（目標）

1

366

0

26年度

0

24年度

0

39 39

3,039

11 10

78,500

3,039

2,368 2,368

2 2

10

365

2

27年度（目標）

10

2

0

5,244

2,368

67

10

2

10

2

118

職員割合

118 118

千円

千円

都市計画支援ｼｽﾃﾑ運用

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

都市計画に関する各種調査事務

人
件
費

活
動
指
標

都市計画審議会

118

4,618 2,368

【PLAN】事務事業の計画

1004件

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

小施策

評価区分

評価事業

土木費 都市計画費 都市計画費総務費
都市計画費総務費

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

都市計画総務事務

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

事業費及び指標の推移

70

671

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

回

件

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

全市民

都市計画に関する各種調査事務

都市計画審議会議事

日

回

人

都市計画ﾃﾞｰﾀ修正・地図更新

25年度

39185

23年度（実績）

65

コスト指標

円

円

28年度27年度単位 22年度（実績）

92市民一人当たり費用

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

（予算額）
審議会関連　 　  119,000
ｼｽﾃﾑ運用　　　　 315,000
負担金　　　　　 237,000
基礎調査事業 　9,200,000



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・都市計画審議会は，都市計画の変更・決定等について審議する法定の機関であり，必要
不可欠のものである。
・市民へ都市計画情報を提供するために必要なシステム及び地図の維持・更新は不可欠。
・都市計画の社会実態に即した運用のために，諸調査の継続とデータの解析が必要。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分 現  状  維  持

上  　　　　　位

・法定である都市計画審議会の運営や，都市計画基礎調査の実施は，
都市計画の運用上で重要であり、必要不可欠である。また，資源配分は
既に必要最小限のものとしており，これ以上の削減は難しい。
・改革改善案に掲げた成果の有効性の向上については，費用対効果の
観点から，最低限現状を維持していくことが必要であると思われる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

部内での位置付け

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

その他

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・法定事務であり，類似する事務事業はない。

・都市計画支援システムのデータ修正及び地
図情報の更新について，頻度を上げると成果
の有効性は向上するが費用が増加し，頻度
を下げると成果の有効性は下がるが長期間
で見た費用を削減できる。

①改革・改善案

・都市計画法に定められた都市計画審議会・都市計
画基礎調査を廃止することはできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・審議会の報酬，システム保守委託料，基礎調査委託料，地図印刷費 等，既に最小限の
費用としているため，更なる削減は難しい。

・実態に即した都市計画の運用が求められており，そのための基礎資料となる都市計画基礎調査の重要性と，その結果の効果的な活用について国
から示されている。
・市民は，都市計画図を始めとする都市計画情報に対して，より迅速により新しいデータで提供されることを望んでいる。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・ほとんどの調査が都市計画法に基づき，全国一斉に行う調査であり，必要不可欠である。
・都市計画審議会は，都市計画法に定められた諮問機関であり，審議案件に応じて開催し
なければならない。

・都市計画に関する諸調査の資料を基に，適正な都市計画の運用が図れる。
・都市計画支援システムの効率的な運用により，市民に対し，正確で新しい都市計画情報
を提供できる。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

1,543処理１点当たり費用

点

点

地区

円 945

28年度27年度単位

1,543

簡易除却数

点

点

届出受理数

許可広告数

コスト指標

成
果
指
標

円

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

86千円

-623 -571 -514

86

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

３．風土に根ざした美しい景観を育み、継承していきます

屋外広告物関係事務

目
都市計画費総務費

活
動
指
標

1,5431,543

23年度（実績）

1,321

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

99

千円

事
業
費

-514

3,000 3,000

指標区分

件

件届出受理数

点 120

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

3,000

120120

1,700

2

1,700

3 3

180180

人日

他課の協力分

単位

簡易除却作業日数

人
件
費

時間外

職員割合

120

3,086

1,543

2

30

12

1,7001,700

共催者・関係団体

所管省庁義務的事業

3,0000.40

実施計画事務事業

根拠法令

順位

屋外広告物法・茨城県屋外広告物条例

1,700

3,086

180 180

72 120

180

3,086

3,000 3,000

12

30

27年度（目標）

12

3,086

30

26年度

3

180

25年度

1,700

30

1,700

12

千円

2

25年度（目標）

2927

12

22年度（実績）

2

3,086

6

2

0.25 1,875 0.34 2,550

86 43

0.40

86

-514 -514

600

1,700

227177

227

12

1,875

-514

3,000

2,593

千円

千円

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

709 614 600 600

0.40 3,000

86

24年度（計画）

86

許可件数

24年度（目標）

2

23年度（実績）

30

1,961

2,550

直営 ―

2

600

3,000 0.40 3,0000.40

実施手法

撤去委託料　　　　42,726・届出許可等  30件
・除却件数　　 90件

４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

細目名 関連計画
土木費 都市計画費

款 項

事
業
期
間

開始年度

単年度繰返し 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

都市建設部 都市計画課
竹川　洋一
福嶋　猛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

177

3 3

600

26年度（目標）

180180

補助金の有無

屋外広告物

1,827 1,637

3 3

点

点

件
件

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

対
象
指
標

180 180

1,827 1,637 1,700 1,700

除却届出広告

許可申請広告

簡易除却対象地区

単位

許可広告数

④
対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
点

地区

点

簡易除却対象地区

点

適正な審査と許可書交付・届出の受理，違反広告物
に対する適正な措置

許可申請広告

届出受理数

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

人日簡易除却作業日数

⑥
活動
指標

届出受理数
許可件数

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策
施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

１．美しい景観の保全・整備
４．都市景観の創造

都市計画総務費標準的事業（計画Ｇ）

・屋外広告物の表示に関する届出・許可
・違反広告物の簡易除却

・屋外広告物の表示に関する届出・許可
・違反広告物の簡易除却

撤去委託料　　　　86,000

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

除却届出広告

簡易除却数

・本事務は，茨城県屋外広告物条例
に基づく事務の一部を権限委譲され
た事務であり，屋外広告物の表示の
許可及び違反に対する措置について
の事務である。

・届出許可等  30件
・除却件数　　 90件

屋外広告物法に基づく審査及び許可，違反広告物の
撤去

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・良好な景観を形成するためには，適正な範囲で表示されるよう，屋外広告物に対する規制
が必要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・許可申請が必要であることの周知や，未申請・未更新物件への申請催促などにより，申請
の適正化を図る。
・簡易除却の方法として，年度ごとに重点的に実施する範囲を決めるなど，実施方法を変え
てみる。

・簡易除却のあり方として，市民ボランティアによる除却活動の検討。
・今年度の簡易除去については、違反広告物の設置状況等を鑑み、実施日数を削減し、事
業費の削減を行った。

有
効
性
評
価

①改革・改善案

・違法広告物が氾濫し，市街地の景観及び青少年の
育成に悪影響を及ぼす。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・屋外広告物については，良好な景観を形成するために，適正な表示がなされるよう規制が
必要であるが，未申請で設置された既存の広告物は非常に多く，その中には本来表示でき
ない場所に設置された物件も多い。これらの広告物に対し，適正な措置を講じることが必要
である。
・違反広告物の簡易除却については，より効果的な方法等がないか，検討していく必要があ
る。

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

名称・屋外広告物のうち，未申請かつ申請が必要な
物件を洗い出すのは，膨大な作業量を要す
る。また，広告主から既得権の主張と新たに手
数料を課すことへの反発が予想される。不公平
とならないよう，ペナルティーを課すかどうかの
議論と合意形成も必要となる。
・撤去した広告物は一定期間保管する必要が
あるため，保管場所の確保と回収方法を検討
する必要がある。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

・屋外広告物への適正な措置は必要であるが，現実的な対応としては十
分な議論を経，洗い出し作業等を済ませた後，これまで看過してきたこと
の説明責任を果たしながら，合意形成を図る必要があることから，当面は
現状を維持しつつ，改善できる部分について取り組んでいくこととする。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

資源配分

・許可を要する屋外広告物の設置は，店舗の新規開設等の際にはその申請がなされるが、必ずしも更新されていない状況にある。また，未申請のま
ま設置された既存の広告物が非常に多い。
・ガードレールや電柱など禁止物件に表示されている，はり札・立て看板等の違反広告物は減少傾向にある。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

・屋外広告物の許可は法定事務であり，類似事業は
ない。
・簡易除却は，一斉清掃との連携可能性がある。

・未申請・未更新の広告物について，申請を
促し，適正な広告物となるよう指導する。
・違反広告物の簡易除却の方法として，市民
ボランティア団体への委託による除却や，一
斉清掃活動時に除却する方法を検討する。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
用途地域の変更
　　　　　　　３地区
地区計画の決定
　　　　　　　１地区

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

・宿大沢線沿線・岩間駅東の２地区については，平成２２
年度の繰越事業として，平成２３年７月２１日に都市計画
決定をした。
・岩間ＩＣ周辺地区については，都市計画審議会におい
て審議未了となったため，２３年度事業として再度都市計
画決定の手続を取ることとなった。（平成２４年３月１６日
決定告示）

・平成２２年３月に供用開始した都市
計画道路宿大沢線の沿線地区，２２
年度に使用収益を開始した区画整理
事業地及び整備中の岩間駅東大通り
線を含む岩間駅東地区，並びに２１
年度から見直し検討に着手した岩間Ｉ
Ｃ周辺地区の３地区における用途地
域の見直しを行う。

翌
年
度
計
画

事業終了

項

宿大沢沿線地区 面積

総
合
計
画

都市計画マスタープラン
都市計画法

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

用途地域変更等調査委託
（22繰越）　　 7,140,000

岩間駅東地区 面積

用途地域の変更
岩間ＩＣ周辺地区 面積

５　事務事業の目的と手段
ｈａ

ｈａ
都市計画の変更・決定の対象地区

関係地権者の理解を得た都市計画の案を策定する。

地区

説明会の開催
住民説明会・アンケート・都市計画決定手続

単位

地区

ｈａ

地区
地区計画の決定

28年度（目標）

0

0

対
象
指
標

18.0

60.4

成
果
指
標

2

60.4

0 1

ｈａ

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川　洋一
福嶋　猛

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２１ Ｈ２３

所属部課名

課長名

―

3

市単独

都市建設部 都市計画課

１．土地利用
１．計画的な土地利用の推進

都市計画総務費標準的事業（計画Ｇ）

細目名 関連計画
土木費 都市計画費

款

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

⑥
活動
指標

26年度（計画） 27年度（計画）

【DO】事務事業の実施

手
段

0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

地区
用途地域の変更手続
地区計画の決定手続

回

0

地区計画の決定手続

24年度（目標）

0

200

7,500

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

2

0

216

26年度（目標）

1

1

00

4,875

7

1

22年度（実績） 23年度（実績）

4.0

1

活
動
指
標

0

0 0

0

5,075

25年度（目標）

26年度

27年度（目標）

実施計画事務事業

根拠法令

順位

0

0

千円

千円

1.00 0.65

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

説明会の開催

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

7,716

千円

千円

千円

14,856

05,075

2,537,500

コスト指標

0

地区

地区用途地域の変更手続

24年度

3

0

評価区分

評価事業

土木費 都市計画費 都市計画費総務費
都市計画費総務費

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

都市計画調査事務

用途地域変更等調査業務（繰越）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

小政策
施策

小施策
会計
一般
一般

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

千円

千円 0

7,140

7,140 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

ｈａ

ｈａ

地区

地区

宿大沢沿線地区 面積

岩間駅東地区 面積

岩間ＩＣ周辺地区 面積

用途地域の変更

地区計画の決定

円

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

都市計画の手続(地区)当たりの費用（活動） 円 3,714,000

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
・住民の合意あっての都市計画決定であるため，一概に費用の削減ができるものではない。

特になし

・法定事務である都市計画の決定ができなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

資源配分
総合評価

（担当部長）

今後の方向性 事業完了
評価理由

・今回予定した，３地区における用途地域の変更及び地区計画の決定
については，所期の目標を遂げたため，事業完了とする。
・平成２４年度以降については，都市計画道路の見直しと併せて，用途
地域の見直しについて検討する。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

－

－

【PLAN】事務事業の計画

部内での位置付け

③前年度の改革・改善案

名称

・法定事務であり，類似する事務事業はない。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
・都市計画の決定は法定事務であり，適切な都市計画の運用は行政の責務である。

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

・当初予定していた3地区の用途地域変更は，住民の合意形成が進まず，分割することに
なったものの，最終的に同一年度内での都市計画決定ができた。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

・土地の有効活用については，地権者の切実な願いであり，都市施設の整備による周辺環境の変化や社会情勢の変化等，都市計画の見直しの要因
となる事象を的確に捉え，適切な都市計画の運用が求められている。
・岩間ＩＣ周辺地区においては，用途地域を無指定に戻す要望が出されているが，市施策と反する方向性であるため，当面用途地域は解除しない。

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・平成２２年度業務において，住民の合意が得られなかった岩間ＩＣ周辺地区について，計
画を見直した上で継続して住民対応をした結果，都市計画決定できた。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

門前通り１ｍ当たりの費用

28年度27年度

円 59,576

円

13,547

単位 22年度（実績） 25年度

672,25650,051

23年度（実績）コスト指標

道路改修整備

回

日

ｍ

区

ｍ

ｍ

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

290,200

4,70819,320

19,320 271

271

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

土木費 都市計画費 都市計画費総務費

4

7,489

6,096

5,825

26,809

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

笠間稲荷門前通りまちづくり推進事
業
　※　まちづくり推進課へ事務移管

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

延べ回

回協議会の開催

道路改修の検討

道路改修の設計

社会実験の実施

笠間稲荷門前通り

関係行政区（１・７・９）

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

土木費

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

ｍ

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

懇談会の開催

315315

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

22,523 302,515

450

25年度（目標）

0

0

0

0

450

24年度 26年度

450

3

15

12,315 12,315

12,000

0

01.60

10,208

0.97 7,275 0.75 5,625 0 0

200

450

450450

450

2

274,250

12,000

214

5,500 15,950

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

3 3

22年度（実績）

3

5

22年度（実績） 23年度（実績）

4
活
動
指
標

25年度（計画）

ワークショップの開催

24年度（目標）

1.60

26年度（目標）

笠間稲荷門前通り整備事業

笠間稲荷門前通りまちづくり推進事業（繰越）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

　観光拠点である笠間稲荷神社の門
前通りに賑わいを創出するため、商
工観光課が施策を展開してきたが、
門前通りの道路形態を考えたとき、歩
行者に優しく景観に配慮した道路整
備が重要であることから、門前通りに
ふさわしい道路整備の方法を検討す
る。
　検討に当たり、一方通行の交通社
会実験・アンケート及び交通量調査を
実施する。

予
算
科
目

会計
一般
一般
一般

土木費 都市計画費 笠間稲荷門前通りまちづくり推進事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．拠点づくりと市街地整備
２．良好な市街地整備の推進

Ｈ２２ Ｈ２５

所属部課名

課長名

○

4

国補助 国土交通省
○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率 55/100

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

450

3

目
的

単位

道路改修の設計

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
ｍ

ｍ

区

ｍ

回

ｍ

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

笠間稲荷門前通り

道路改修整備

笠間稲荷門前通り周辺地区

地元住民とともに，事業実現に向けた検討を継続す
る。

関係行政区（１・７・９）

道路改修の検討

日
懇談会の開催

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

協議会の開催
ワークショップの開催

住民懇談会・関係機関（警察）協議

社会実験の実施

延べ回

整備計画策定委託
（22繰越）　　19,320,000

報償・需用費　 　270,589

総
合
計
画

都市計画費 街路事業費
１　【事務事業の全体概要及び背景】

道路整備の合意

都市計画費総務費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・道路整備の具体案を検討し，詳細設計を実施する。

・門前通りの景観形成について，美術系大学との連携に
より検討する。

・地元主体の検討組織との協議を続け，道路整備に関す
る情報の共有と地元住民の合意形成に努める。

・門前通りの景観形成について，美術系大学との連携に
より検討する。

（予算額）
道路詳細設計委託
　　　　　　　10,000,000

報償・需用費　 　208,000

詳細設計

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・地元の検討組織と連携しながら道路整備の方法等について検討し，要望書が提出される
までに至った。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・道路整備は市が行うものであるが、その方法は、行政側からの一方的なものではなく、地
元の意向を十分に反映したものでなければならないため、引き続き地元検討組織とともに、
道路整備の方法について検討を続ける必要がある。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・道路整備の具体については，これから設計・施工することになるので，整備の方法・内容如
何によっては費用を削減できる可能性はある。

・道路整備の具体を検討し，設計に反映させ
るため，ワークショップを開催し地元の意見を
採り入れていく。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・道路の整備は地元合意無くしてはできないものであり，これまで社会実験等を含めた検討
作業を続けてきたが，ようやく地元からの整備要望という形で道路整備のスタートを切るに
至った。今後も整備内容について地元と協議を続け，地元の意向・アイディアを最大限採り
入れられるような工夫をしながら，事業を推進する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

・懇談会の開催により意見を交換し，地元
の合意形成を促した。
・地元から，整備要望書の提出と，整備
推進協議会の設立同意を得た。

評価理由
・長年の課題であった笠間稲荷門前通りを中心とした観光拠点の整備に
ついて，地元から道路の整備要望が提出される状況にあり，この時機を
逃さず整備に当たることが必要である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

・本事務事業は，笠間稲荷門前通りのまちづくり及び
道路整備に特化したものであるため。

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

資源配分

【PLAN】事務事業の計画

・地元事業主の意識の改革と気運醸成、
整備方針の一本化。

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・地元事業主の更なる意識改革。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

・市最大の観光拠点である笠間稲荷門前通りの道路
整備そのものができなくなる。

・地元においては，道路整備について意思統一が図られていない状況であったが，社会実験の実施を通じた一方通行の提案を契機に，地元を主体
に道路整備について検討しようという機運が高まってきた。市が提案した一方通行に対しては反対意見が多かったが，相互通行を確保しながら歩道
を拡幅するという整備についての要望書が提出されるに至った。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

再検討路線の抽
出
道路網再編
交通量推計

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・再検討を要する路線について更に検討・絞り込みを重
ね，外部識者等を交えた検討組織において協議する。
・代替路線等の検討も含め，再編道路網の案を作成する
とともに，将来交通量を推計する。

・都市計画道路全38路線の中から，再検討を要する路線
を抽出するため，都市計画道路の基礎資料を整理し，庁
内調整会議において協議する。

都市計画道路再検討調査委
託料　　　　 　2,562,000

総
合
計
画

都市計画マスタープラン
都市計画法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
再検討を要する路
線の抽出

根拠法令

手
段 回調査委託

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

庁内調整会議
検討委員会

都市計画道路の概要把握・庁内調整

【DO】事務事業の実施

1

28年度（目標）

都市計画道路

－

都市計画道路

都市計画道路の計画見直し
－

回
回

目
的

単位

－

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
路線

対
象
指
標
成
果
指
標

10

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁計画策定事務

終了年度
補助率 1/3

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川　洋一
福嶋　猛

○

負担金の有無

新規

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２３ H27

所属部課名

課長名

―

5

国補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．幹線道路
２．生活を支える幹線道路の整備

・笠間市における都市計画道路は、
H22.4.1現在３８路線、約89,900mが
決定されているが、整備済区間は全
体の約51％ であり、また、計画決定
後20年以上を経過して整備未了と
なっている路線は17路線にのぼる状
況となっている。
　そこで、都市計画決定後、整備未
了となっている都市計画道路につい
て、計画の必要性、事業の支障となる
要因等を評価し、計画の継続、変更、
廃止の方向性を判断し、それに基づ
いた都市計画の変更等の手続を行う
こととする。

予
算
科
目

会計
一般 土木費 都市計画費 都市計画道路再検討事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

検討委員会

24年度（目標）

1.00

22年度（実績）

2

22年度（実績） 23年度（実績）

22

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

3,500

13,300

5,250

10

38

10

0.80

4,400

6,000 00 0.29 2,175

5,350 7,660

7,500

8,200

7,5001.00

0

4,737

2,175

0

25年度（目標）

3 2

10

26年度

473,700

0

10,530

7,660

15,860

10

15,947 20,960

2

順位

実施計画事務事業

6,130

1

27年度（目標）

4,400 0

0

調査委託

130160 160100

10

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

回庁内調整会議

都市計画道路

－

回

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

都市計画道路再検討事業

都市計画費総務費

24年度

1

0.70

10,597

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

8,200

13,300

7,097

0 2,562

2,562

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

路線

－

－

円

円

1,586,000 1,053,000再検討１路線当たりの費用 2,096,0001,594,700

（予算額）
調査委託料　　10,500,000
検討委員会　　　　97,000

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



・都市計画決定時と比して，社会経済情勢は大きく変化し，推計人口・交通量等にも乖離が見られるため，適正な計画か検証する必要がある。
・都市計画道路は，区域内の土地所有者等に対して建築制限を課しており，土地所有者等の生活や土地活用にも影響を与えていると考えられる。ま
た，道路整備は地域環境や住民にとっても大きな影響を与えることから，計画の存否について判断が求められている。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

拡  　　　　　充

上  　　　　　位

・都市計画道路区域内の土地所有者等に対し
ては，相当年数の建築制限を課しており，その
生活や土地活用にも影響を与えていると考えら
れるため，再検討の考え方については明確に
説明する必要がある。
・都市計画道路は元来，地域交通や地域の発
展に重要な役割を持つことから計画されたもの
であるから，見直しにあたっては地元との合意
形成が必要不可欠となる。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

・現在の社会経済情勢を踏まえ，都市計画道路を実態に即したものとし
て再編することは，今後の道路施策上，効率的な整備をするためにも必
要である。また，市民に対して，いたずらに私権を制限することなく，適正
な都市計画を推進していくことの意思表示ともなる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・現在の社会経済情勢等を踏まえた都市の将来像に鑑み，都市計画道路のうち整備未了と
なっている路線について，計画の必要性や整備の困難性を検証し，計画のあり方について
方向性を判断する必要がある。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・都市計画を変更する必要のある路線数の増減，計画変更の範囲・内容等により，必要とな
る費用は変わってくることが予想される。

・外部識者を交えた検討委員会を設け，計画
変更する路線，変更内容等を十分検討した
上で，地元との合意形成を図る。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

・都市計画に関する事業であり，類似する事業はな
い。

③前年度の改革・改善案

・社会の実態にそぐわない都市計画道路が存続する
ことになり，いたずらに私権を制限する可能性があ
る。
・旧来の計画に固執することで，より効果的な整備を
阻害する可能性がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・都市計画決定は法定事務であるため，当然その見直しも行政の責任において行う必要が
ある。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・見直すべき都市計画道路の計画を，適正なものとすることにより，私権の制限を回避すると
ともに，行政資源の的確かつ効率的な投入が可能となる。
・検討に際しては，外部識者等を交えた検討委員会の介在により，開かれた討議により計画
を見直していくことで，より有効なものとなる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

929,000 929,000開発行為許可一件当たり費用

28年度27年度

円 1,124,125

円 1,165,0001,284,714 1,408,166

1,056,125

1,161,250開発行為完了検査一件当たり費用 1,161,250

単位 22年度（実績） 25年度

929,000932,000

23年度（実績）コスト指標

1,161,250 1,161,250

回

回

件

件

件

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

40

40

4150

50 53

53

41 40

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

12

24年度

5

10

8,943

評価区分

評価外事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

開発許可関係事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

回開発行為許可申請に係る事前協議

開発行為の許可

開発行為の完了検査

工事完了に伴う完了検査

開発行為許可申請

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

庁内関係課による開発調整会議

250 250250 250279

実施計画事務事業

9,250

8

12

27年度（目標）

40 40

9,290

根拠法令

順位

929,000

60

12

8

8

60

25年度（目標）

8

1010

12

10

8

12

12

9,320 9,290

8

60

9,250 9,250

9,290

9,250

12

9,290

26年度

10

8,993

9,279

8

40

12

9,0001.20

8,449

8,396

1.20

296

9,0001.15 8,625 1.08 8,100 9,000 1.20 9,0001.20

40 40

8

108

8

4

40

9,000

318

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

8

7

22年度（実績） 23年度（実績）

6

10

6050
活
動
指
標

25年度（計画）

事前協議に伴う現地確認

24年度（目標）

1.20

60

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

・市内において行われる、敷地面積
が1,000㎡を超える宅地開発行為に
ついて、笠間市開発事業指導要綱及
び都市計画法に規定される技術基準
等に基づく審査・許可及び完了検査
を行うことにより、地域の実情に応じた
開発行為を誘導し、健全で秩序ある
まちづくりに寄与する。

予
算
科
目

会計
一般 土木費 都市計画費 都市計画総務費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．拠点づくりと市街地整備
３．安全で快適な市街地・集落地の形成

S４９ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

6

市単独

都市建設部 都市計画課
竹川 洋一
豊田 修司

―

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標

12 12

成
果
指
標

8

8

7 6

目
的

単位

開発行為の完了検査

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

件

回

件

【DO】事務事業の実施

8

28年度（目標）

開発行為許可申請
市民
民間事業者

開発行為許可申請に対し、笠間市開発事業指導要綱
及び都市計画法等に基づく審査・許可及び完了検査
を実施し地域の実情に応じた開発行為を誘導する

開発行為の許可

回
庁内関係課による開発調整会議

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

開発行為許可申請に係る事前協議
事前協議に伴う現地確認開発行為許可申請に関する審査・許可

開発工事完了後の検査

工事完了に伴う完了検査

回

時間外手当　　　　295,832円
旅費　　　　　　　　　 10,000円
需用費　　　　　　　　３2,756円
負担金                10,500円

総
合
計
画

都市計画法

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・地域の実情に応
じた開発行為の誘
導

都市計画総務費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

同上

・市民及び民間事業者から提出される開発行為許可申
請に対し、笠間市開発事業指導要綱及び都市計画法に
規定される技術基準に基づき、審査・許可及び完了検査
を実施する。

（予算額）
時間外手当　　　　279,000円
旅費　　　　　　　　　10,000円
需用費　　　　　　　 20,000円
負担金               11,000円

同上

手
段 回



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

・問合せ及び申請
への迅速な対応
・住居表示同一番
号の解消

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・市民・民間事業者からの建築確認申請に関する各種の
問合せへの対応、及び県との委託契約に基づく調査事
務の実施。
・住居表示設定区域内に新築された建物について、建
築主からの申請に基づく住居表示番号の設定。また、住
居表示同一番号解消のための枝番号設定の検討。

・市民・民間事業者からの建築確認申請に関する各種の
問合せへの対応、及び県との委託契約に基づく調査事
務の実施。
・住居表示設定区域内に新築された建物について、建
築主からの申請に基づく住居表示番号の設定。また、経
年変化よる住居表示管理台帳の見直し（電子化）。

需用費　　　　　　　30,000円
委託料　　　　　5,922,000円

総
合
計
画

建築基準法 ・ 住居表示に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・問合せ及び申請
への迅速な対応
・住居表示管理台
帳の見直し

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

建築確認申請に関する問合せ
住居表示番号の設定に伴う現地調査

建築確認申請
住居表示設定申請
建築確認申請台帳の加除・修正
住居表示管理台帳の見直し（電子化及び加除・修正）

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

建築パトロール

住居表示番号の設定

市民
民間事業者

建築に関し建築基準法に基づく指導・助言の実施、及
び住居表示設定申請に対する迅速な対応
建築確認申請台帳の加除・修正及び住居表示管理台
帳の見直し（電子化）

建築確認申請

建築パトロール
建物その他の工作物新築届（住居表示）

件

件

回

件

件

件

回

目
的

単位

建築確認申請の県への経由

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
回

対
象
指
標

3 3

成
果
指
標

20

3

21

41

41 19

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川 洋一
豊田 修司

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｓ２６ 単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

7

市単独

都市建設部 都市計画課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．拠点づくりと市街地整備
３．安全で快適な市街地・集落地の形成

・建築確認申請に関する審査は、本
市においては県が管轄するものであ
るが、本市で把握している部分につ
いての調査を行うことで県と委託契約
を締結しており、これに基づいた事務
を実施する。
また、友部駅前地区において設定さ
れている住居表示区域内に新築され
た建物について、建築主からの申請
に基づき住居表示番号を設定すると
ともに、経年変化による住居表示管
理台帳の見直し（電子化）、問合せ及
び申請等について迅速な対応を行
う。

予
算
科
目

会計
一般
一般

土木費 都市計画費 建築確認取扱事務
緊急雇用（管理台帳整備事業）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
一部委託 ―
実施手法

120

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

住居表示番号の設定に伴う現地調査

24年度（目標）

0.50

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

17

120113

26年度（計画） 27年度（計画）

17 20 20

19 20 20

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

5,922

282

3,750

20

33

3

0.50

282 282

3,750 0.50 3,7500.50 3,750 0.59 4,425

3,750 3,750

3,750

282

3,7500.50

3,750

10,377

4,425

3,779

25年度（目標）

120

21

145

20 20

20

26年度

20

3

610,411

2020 2017

546,157

3,750

20

4,032

3,750

20

3

4,032

20

120

3 3

3

3,906 4,032

20

120

20

20 20

33

21

179,952

順位

201,600

実施計画事務事業

3,750

20

27年度（目標）

282 282

4,032

20

20

20件 20

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

回

件建築確認申請に関する問合せ

建築パトロール

建築確認申請

建物その他の工作物新築届（住居表示）

住居表示番号の設定

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価外事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

建築確認申請等関係事務

都市計画総務費

3

24年度

0.50

156

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

土木費 都市計画費 都市計画総務費

282

282

15629

29 5,952

30

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

回

件

件

回

件

建築パトロール

建築確認申請の県への経由

円 92,170

円 195,300 201,600住居表示番号の設定一件当たりの費用 201,600

201,600 201,600建築確認申請一件当たりの費用 201,600195,300

201,600 201,600

（予算額）
需用費　　　　　　　30,000円
委託料　　　　　　126,000円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

木造住宅耐震診断一件当たりの費用

28年度27年度

円 490,333

円

195,714

単位 22年度（実績） 25年度

147,500147,500

23年度（実績）コスト指標

箇所

戸

戸

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

1,050

29375

288 735

206

1,050 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

8,258

24年度

14

30

4,125

評価区分

評価事業

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

建築物の耐震化促進事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

回

回広報紙への掲載

木造住宅耐震診断の実施

旧耐震基準の木造住宅

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

公共施設等へのポスター掲示及びチラシ配布

実施計画事務事業

28

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

8,205

4,425 4,425

3,375 0

0

0

0

26年度

30

4,413

3,375

2

2

4,110

3,375

0.45 3,3750.55 4,125 0.45 3,375 0

8,3118,364

21

9

18

293

3,375

346 495 495

60 141

135

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2

2
活
動
指
標

25年度（計画）

202 202

ホームページへの掲載

24年度（目標）

60 6042

0.45

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

・防災（震災）対策の一環として、市内
に存ずる旧耐震基準（昭和56年5月
31日以前の建築基準法）の木造住宅
について、専門的知識を有する「木
造住宅耐震診断士」が耐震診断を行
い、木造住宅の耐震性能の確認や耐
震化に対する意識の啓発を図る。

予
算
科
目

会計
一般 土木費 都市計画費 木造住宅耐震化助成事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．消防・防災
４．防災まちづくりの推進

Ｈ２１ Ｈ２５

所属部課名

課長名

○

8

国・県補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課
竹川 洋一
豊田 修司

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

58

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率 １／2

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

9

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
戸

戸

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

旧耐震基準の木造住宅
昭和56年5月31日以前の建築基準法（旧耐震基準）に
より建築された木造住宅

旧耐震基準により建築された木造住宅に対し、茨城県
木造住宅耐震診断士を派遣し、木造住宅の耐震診断
の実施

木造住宅耐震診断の実施

公共施設等へのポスター掲示及びチラシ配布

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報紙への掲載
ホームページへの掲載

茨城県木造住宅耐震診断士による木造住宅耐震診
断の実施

回

委託料　　　　735,000円

総
合
計
画

笠間市耐震改修促進計画
建築物の耐震改修の促進に関する法律

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・30戸の耐震診断
実施

都市計画総務費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

同上

・市民に対して、広報紙やホームページを利用し、広く事
業内容の周知を図る。
・申請者に対し、耐震診断の対象となる木造住宅かどう
かを確認しする。
・木造住宅耐震診断士に耐震診断を委託し、その結果を
申請者に説明するとともに、耐震化に対する意識の啓発
を図る。

（予算額）
委託料　　　　1,050,000円

同上

手
段 箇所



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

・東日本大震災の影響等もあり、耐震診断実施戸数は昨年度の9戸から21戸に増加した。し
かし実施予定の30戸を満たしていないのが実情である。平成24年度からは震災で壊れた住
宅の修理費について金融機関借入金の利子補給制度を開始することから、これらと一緒に
市民へ周知することにより、成果向上が期待できる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

・本市においては東日本大震災での建築物の倒壊は見られなかったが、平成７年の阪神・
淡路大震災では犠牲者の約9割が建築物の倒壊による圧死であった。県内では今もなお東
日本大震災の余震が続いており、大地震発生の可能性が否定できない状況であることか
ら、大地震から市民の生命・財産を守るため、建築物の耐震化は不可欠である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

・耐震診断実施後の付加価値については、
耐震補強工事費補助等が考えられるが、市
の財政的な問題、また個人住宅については
自助努力を即すことが原則であること等から、
これらを克服することは難しいと思われる。

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

・事業費である木造住宅耐震診断士委託料については、茨城県建築士会の協力の元、茨
城県土木部設計労務単価に若干の経費を加えた金額で設定しているため、更なる削減は
難しい。

・募集方法の更なる改善
・耐震診断実施後の付加価値の検討

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

・大地震から市民の生命・財産を守るため、木造住宅の耐震化は必要不可欠であるが、耐
震診断のみでは市民の関心が高まらないのが実情である。平成24年度からは震災による住
宅修繕費について金融機関借入金の利子補給制度を開始することから、これらと一緒に広
報紙・ホームページ及び公共施設へのポスター掲示等積極的な募集を実施する。
なお、次年度以降も実施募集戸数30戸に満たない場合には事業の廃止も視野に入れ検討
する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

・募集方法の改善

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続

・広報紙・ホームページに加え、公共施設
へのポスター掲示及びチラシの配布（裏
面に申込書を印刷したもの）を実施した。

評価理由
・昨年までは募集戸数に満たない状況であったが、東日本大震災の影
響や、震災による住宅修繕費利子補給制度の開始により耐震診断希望
者は増加すると思われるが、今後の推移を見ながら、事業の廃止を視野
に入れた検討を行う必要がある。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

・木造住宅耐震診断は茨城県知事が認定した木造
住宅耐震診断士が実施する業務であり一級建築士
等の専門的知識を有することが必要となるため、他事
業との統廃合や連携はできない。

部内での位置付け

現  状  維  持

中  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

・現状では応募者が少ない状況であり、大きな影響
は無いと思われる。

東日本大震災の影響により木造住宅耐震診断に対する市民の関心が多少高まったが、耐震診断の対象となる旧耐震基準の木造住宅は、最も新しい
ものでも建築時から30年以上が経過しており「世代交代等もあり耐震診断を受けても改修工事は行わない」との理由で、耐震診断を受けない方が多
いのが実情である。このため、今後については事業の廃止を含めた検討が必要である。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・市民からの罹災証明書交付申請に対し、罹災証明書
交付のために現地調査が必要と判断した場合、一級建
築士による現地調査を実施する。
・現地調査は内閣府が定める「住家の被害認定基準運
用指針」に基づき実施する。調査方法は、外観目視調査
（一次調査）と内部立入り調査（二次調査）及び不服申し
立てによる再調査に大別される。

委託料　　　　9,870,000円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・罹災証明書交付
のための現地調
査を速やかに実
施する。

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

調査結果（罹災の程度判定結果）内閣府「災害に係る住家の被害認定基準運用指針」
に基づき一級建築士に現地調査を委託
一次調査  　・　二次調査
不服申し立てによる再調査

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

現地調査の依頼（一次調査）

現地調査の実施（不服申し立てによる再調査）

東日本大震災により被災した住家

東日本大震災により被災した住家を対象に、その被災
程度の調査を実施し、罹災証明書の罹災程度の判定
結果に反映させる

現地調査の依頼（二次調査）

現地調査の実施（一次調査）
現地調査の依頼（不服申し立てによる再調査）

件

件

件

件

件

件

目
的

単位

現地調査の実施（二次調査）

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

135

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川 洋一
豊田 修司

―

―
負担金の有無

新規

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２３ Ｈ２３

所属部課名

課長名

―

9

市単独

都市建設部 都市計画課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．消防・防災
３．防災体制の充実

・平成23年3月11日に発生した東日
本大震災により被災した住家につい
て、その被災の程度を現地にて調査
し、笠間市が交付する罹災証明書の
罹災程度の判定結果に反映させる。
なお、罹災証明については10,000件
を超える申請があり、罹災証明書を迅
速に交付するため、建築について専
門的知識を有する一級建築士に調査
業務を委託した。

予
算
科
目

会計
一般 民生費 災害救助費 被災建築物等調査事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
すべて委託 ―
実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

745

26年度（計画） 27年度（計画）

8

135

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

0

602

602

0 0

0 00 0.88 6,600

0 0

0

0

0

0

16,470

6,600

0

25年度（目標）

26年度

8

22,107

0

0

0

00 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

件

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

件調査結果（罹災の程度判定結果）

現地調査の依頼（一次調査）

現地調査の依頼（二次調査）

現地調査の依頼（不服申し立てによる再調査）

現地調査の実施（不服申し立てによる再調査）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価外事業

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

２．さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります

住家の被害認定調査事業
（東日本大震災における災害対応）

災害救助費

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

0

0

0 9,870

9,870

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

件

件

件

件

現地調査の実施（一次調査）

現地調査の実施（二次調査）

円

円

現地調査一件当たりの費用

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円 　　　

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

㎡

人

％

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

17,14314,001

73,207 140,484

40,304

101,999 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

事業費 事業費

3,000

24年度

5,000

100

16,107

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

１．交流と地域の力を高める土地利用を進めます

岩間駅東土地区画整理事業

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

ｍ

件移転補償対象者契約件数

整備割合

保留地売却率

利用者・地権者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

公債費

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

造成整備面積

431

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

25年度（目標）

100

118,180 0

0 0

0

0

0

26年度

89,314

16,181

364

4

170

0

156,655

16,171

2.10

421

02.10 15,750 2.10 15,750 0 0

39

100100

38

5,000

53,200 41,300 29,100

15,750

357

14,729 37,5106,006

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

7,000

22年度（実績） 23年度（実績）

180

47
活
動
指
標

25年度（計画）

区画道路整備延長

24年度（目標）

18,24644,151

26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

　岩間駅舎及び南北自由通路の整
備に合わせて、岩間駅東地区3.1ｈａ
（駅広含む）を区画整理を行い、良好
な魅力ある市街地整備を推進する。

予
算
科
目

会計
特別会計 土地区画整理事業費 総務費

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．拠点づくりと市街地整備
２．良好な市街地整備の推進

Ｈ２０ Ｈ２９

所属部課名

課長名

○

10

国補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課
竹川　洋一
柳原　克之

○

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率 55/100

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

19

0 28

目
的

単位

保留地売却率

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

％

件

％

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

利用者・地権者
岩間駅利用者・地権者・近隣住民

区画整理地内の有効利用
整備割合

造成整備面積

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

移転補償対象者契約件数
区画道路整備延長移転者への補償交渉

区画道路の整備、造成工事
ｍ

工事費　　9,963,000円
補償費　38,603,000円

総
合
計
画

土地区画整理法

公債費
１　【事務事業の全体概要及び背景】

工事完成

総務費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

・移転を伴う地権者との補償交渉
・区画道路、造成工事の発注
・確定測量

・移転を伴う地権者との補償交渉
・区画道路、造成工事の発注
・上水道、下水道との事業調整
・東京電力、ＮＴＴと事業調整
・確定測量

（予算額）
工事費　　　20,000千円
補償費　　　55,000千円

工事完成

手
段 ㎡



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　前年度と比べることは業務の性質上できない。成果の波及効果については、区画整理前
の土地の形状では駅東の土地の有効利用は不可能であったが、整理後は整然とした区画
で、またすべての土地が区画道路に面するため、有効利用が図れる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　岩間駅舎及び南北自由通路の整備に合わせて、良好な魅力ある市街地整備を推進する
ためには必要である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　道路の整備基準の見直しや、既存側溝の再利用など経費の縮減に努めてきた。これ以上
の事業費削減は難しいが、地価下落による保留地処分金の減額が予想されることから、細
部について見直しを行い、事業費の軽減を図る。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　区画道路や画地の整備を進めるとともに、今年度から７区画の保留地販売を開始し、うち５
区画の販売が終了した。
　残り２区画についても、尚一層の販売のための努力をするとともに、来年度以降発生する
保留地についても適正な価格設定を行う。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

　土地の有効利用が図られなかった駅東側が、岩間駅舎と南北自由通
路の完成と合わせて区画整理事業により整備されることにより、岩間駅
東地区の発展が望まれる。
　ただし，保留地処分価格の下落も予想されることから，事業の効率化を
図り，事業費の抑制に努める。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

　工事最終年度を向かえ、事業の休止、廃止は考え
られない。

　地価下落がつづき、土地売買の動きが鈍く保留地の販売にも支障が出ている。また、当初の販売予定価格を見直し、時価に合わせた価格を設定し
なければならない。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

工事完成

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

　残事業である駅舎、自由通路及び駅東口広場の工事

　駅舎、自由通路、駅前広場及び都市計画道路の完
成。
　
22年度事業の繰越事業で年度内完成の予定であった
が、東日本大震災により24年度までずれ込むこととなっ
た。

399,684千円

総
合
計
画

土地区画整理事業・上下水道事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
工事完成

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

駅舎・自由通路の完成割合
岩間駅東口広場の完成割合

工事の発注、現場管理

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

利用者
岩間駅利用者・近隣住民

岩間駅舎・自由通路及び岩間駅東口広場を整備し、
岩間駅周辺の市街地整備を推進する。

整備割合 ％

％
％

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

13

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率 40%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川　洋一
柳原　克之

○

○
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

H18 H24

所属部課名

課長名

○

11

国補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．公共交通
１．公共交通の維持確保

　岩間駅東側は、道路や都市施設が
未整備で、緊急車両の通行に困難な
地区であった。
　また、鉄道により東西に二分された
地域の連携を確保し、交通結節点と
しての機能強化を図り、駅利用者の
利便性の向上が求められてきた。以
上のことから、「まちづくり交付金事
業」により実施している事業である。

予
算
科
目

会計
一般 土木費 都市計画費 岩間駅周辺整備事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

岩間駅東口広場の完成割合

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

5

10033

26年度（計画） 27年度（計画）

35,400

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

265,000 350,000

139,500 129,000 426,300

6,000

832 931

500500

42

0 01.40 10,500 1.40 10,500

6,000 0

0

0

0

11,332

411,115

11,431

192,485

25年度（目標）

0

3

95

26年度

0

0

0

0

100

800,578 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

駅広131,376千円

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

％

％駅舎・自由通路の完成割合

利用者

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

まちづくり交付金事業
岩間駅周辺整備事業

岩間駅周辺整備事業費

3,000

24年度

0.80

794,578

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

0

18,2786,253

181,153 399,684

5,684

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

％整備割合

円

円

（予算額）
794,578千円（事故繰額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



　特になし。

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　岩間駅の橋上化及び東西自由通路の開設に伴い，交通結節点として
の都市基盤が充実され，都市計画道路の新設，土地区画整理事業など
併せ、人や物流ネットワークの形成に貢献することができる。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　東日本大震災により、仙台港に水揚げされた鋼材が海に流されるなど、供用開始が平成２
４年７月末にずれ込んだが、工事自体は発注も完了し、ほぼ順調に進んでいる。
　来年度はＪＲとの負担協定の精算、自由通路や駅前広場などの設置及び管理に関する条
例の制定を行う。

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
工事はすべて発注済。

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　区画整理事業と併せての岩間駅舎及び南北自由通路の整備は、良好な魅力ある市街地
整備を推進するために必要である。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　事業が完了してからでなければ、効果は現れない。橋上駅、自由通路そして都市計画道
路が駅にアクセスすれば、その沿線開発が見込まれる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度

円

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

％

人

分

％

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

0

7,889348

13,440 66,614

1,577

349,531 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

25

24年度

10

6,610

評価区分

評価事業

１.広域交流基盤を生かした新時代のまちづくり 〔土地利用・都市基盤〕

２．多様な交流･連携を支えるネットワークを形成します

社会資本整備総合交付金事業
岩間駅東大通り線（延伸部）

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

％

％測量・設計

車での移動時間

工事進捗状況

地権者・権利者

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

工事

838

実施計画事務事業

0

40

27年度（目標）

0 0

0

根拠法令

順位

40

25年度（目標）

31010

10

30

12

356,744 0

10

0 0

0

0

0

26年度

10

20,050

7,213

80

60

0

73,920

7,306

0.85

931

00.85 6,375 0.85 6,375 0 0

0

7

10

5,700 28,400 149,400

6,375

235

36,637 192,2427,392

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

10

20
活
動
指
標

25年度（計画）

用地・補償交渉

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

　都市計画道路岩間駅東大通線は
駅東口からまちづくり交付金事業で
整備を進めていた。
　本事業は、都市計画道路日吉町古
市との交差点部付近から国道355号
バイパスまでの680ｍを延伸し整備す
るもので、アクセス性の向上を図り、
都市の健全な発展に寄与するもので
ある。
H22　 測量・設計、補償調査、不動産鑑
定
Ｈ23　用地買収、補償
Ｈ24　用地買収、補償
Ｈ25　工事
Ｈ26 工事

予
算
科
目

会計
一般 土木費 都市計画費 駅東大通線整備事業（延伸部）

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
１．幹線道路
２．生活を支える幹線道路の整備

H21 H27

所属部課名

課長名

○
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国補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課
竹川　洋一
柳原　克之

○

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁建設・整備事業

終了年度
補助率 55%

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

50

10

0 0

目
的

単位

工事進捗状況

④
対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

分

％

％

【DO】事務事業の実施

50

28年度（目標）

地権者・権利者
地権者・利用者

利用者の利便性を図る。
車での移動時間

工事

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

測量・設計
用地・補償交渉

用地買収、物件補償
％

・公有財産購入　15,596千円

・補償　62,701千円

総
合
計
画

上下水道事業

１　【事務事業の全体概要及び背景】
・6筆（1400㎡）の
　買収
・専用住宅４棟
　工場１棟
　工作物１式の
　補償

街路事業費

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

　全体で35筆40人の地権者うち、前年契約を締結した残
り全部の契約を目指す。

　測量、不動産鑑定が終了し、用地買収・補償の交渉に
入る。3件の契約成立。

（予算額）
・公有財産購入費
　137,000千円
　繰越分　61,514千円
・補償
　121,000千円
　繰越分　30,017千円

・３２筆（11,774㎡）
　の買収
・専用住宅５棟
　工場１棟
　工作物１式の
　補償

手
段 ％



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

　事業が完了してからでなければ、効果は現れない。岩間駅東口と国道３５５号バイパスが
アクセスすれば、その沿線開発が見込まれる。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
　岩間駅東口と国道３５５号バイパスが接続されることは、地域の発展に必要不可欠である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
用地取得費や補償費等の算出において、随時見直しを行い、適正な費用算出を行う。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

　今年度については、東日本大震災の影響により用地交渉の時期が遅れたことや、国庫補
助金の追加内示が年度末となったことから、繰越金が多く発生した。来年度で用地取得を
完了させる予定であることから、引続き用地取得に努力する。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　新たな岩間駅東口と国道３５５号バイパスが接続されることは、地域の
発展そして駅の利用者の利便性の向上につながる。
　また、道路沿線の土地利用が期待される。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

③前年度の改革・改善案

特になし

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

年度内完成

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

　年度内に完了できなかった総合公園野球場（補助分と
単独分あり）を早期復旧する。また、野球場復旧後に防
水工事を発注する。

　被災箇所を把握。設計が必要な箇所を委託し、工事を
発注。

・設計委託料　5,583,900円

・工事費　34,498,000円

総
合
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】
年度内完成

根拠法令

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

着工数

復旧工事の発注、現場管理

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

災害復旧公園
被災公園

被災した公園の復旧
復旧割合 ％

ヶ所

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
ヶ所

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁維持管理事業

終了年度
補助率 71.6％

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

竹川　洋一
柳原　克之

―

―
負担金の有無

担当者名

事業数
部内優先順位

Ｈ２３ Ｈ２４

所属部課名

課長名

―
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国補助 国土交通省

都市建設部 都市計画課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
２．公園・緑地
２．都市公園の整備

　平成２３年３月１１日に発生した東日
本大地震で被災した都市公園の復旧
工事を行う。
　補助対象となったのは、笠間支総
合公園、稲田ふれあい公園。単独費
で対応するのが、設計費、総合公園
内の一部、高田運動公園、鷹匠町児
童公園、亀が橋南児童公園、亀が橋
北児童公園、程島児童公園、石井街
区児童公園、福原児童公園。
　総合公園の旧テニスコート南側の土
手崩落箇所については、補助率１／
２の災害対策緊急事業で対応。

予
算
科
目

会計
一般会計
一般会計

土木費 都市計画費 公共土木施設災害復旧費

災害対策等緊急事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ○

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

34,47511,869

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

128

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

28,213 16,662

14,250

764

25

86

0 00 1.90 14,250

14,250 0

0

0

0

0

55,096

15,014

0

25年度（目標）

26年度

0

0

0

0

100

65,387 0

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

コスト指標

ヶ所着工数

災害復旧公園

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価外事業

４.自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 〔生活環境〕

１．だれにもやさしく，潤いのある生活環境を整えます

都市公園災害復旧事業

災害復旧費

4

24年度

1.90

51,137

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

土木費 都市計画費 公園費

00 40,082

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

ヶ所

％復旧割合

円

円

（予算額）
繰越分のみ
・設計委託料　2,047,500円

・工事費　49,089,500円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

資源配分

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性
評価理由

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

①改革・改善案

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》
社会情勢の変化・市民ニーズの把握


